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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
－
141－
である。
その他、本書において、不法行為準拠法と実質法の役割に関する、比較法的、解釈論的な多様な論点について
考察しているが、ここでは筆者の主要な主張を簡単に要約するに留めた。
以上
本博士論文は、英米法における、渉外不法行為の準拠法をめぐる諸議論、特にアメリカ抵触法革命後の議論を
まとめ、そこからわが国の議論への一定の示唆を導こうとするものである。
本論文の内容は以下の通りである。
まず、第1章から第3章では、アメリカ国際私法学における、抵触法革命以降の学説整理及び抵触法草命以降の
学説の判例における接受をまとめている。そのうち、第1章では、カリーの統治利益分析論が、抵触法革命後のア
メリカ国際私法の理論的支柱であるとして、この理論に関する近時の諸学説からの分析をまとめている。すなわ
ち、カリーの統治利益分析論は「関連ある地の実質法に体現された立法政策を法の適用により実現する国の利益
を聞い、このような統治利益ある国の法を選択する」ことにその眼目がある。従って、そこでは、 (立法)政策
と園の統治利益をどのように判断するのか、が重要となり、まさにその点を巡り、議論百出している。
第2章では、第l章でも取り上げたカリーの統治利益分析論について、特にその I立法政策」を巡る議論の分析
を行っている。カリーは、抵触法においても実質政策の追求のみが任務と明言しており、との点については、抵
触的正義ないし渉外的政策と実質政策との衡量が必要であるとの批判が寄せられている。そこで、本論文では、
「政策」を判断するメルクマーノレとなるのはいったい何であるのか、また、その上で判断されるべき「統治利益」
とはいったい何であるのかについて、アメリカでの議論を取り上げその内容を明らかにしようと試みている。さ
らに、統治利益分析論に対して、異なるアプローチから新しい法選択論を展開する選択的適用主義についても、
その内容を紹介し、検討を加えている 3
第3章は、第1章、第2章の検討を踏まえ、多くの当事者と連結点、の拡散を含む大規模不法行為、すなわち、複数
の国家の利益が抵触する具体的な場面を念頭に置き、アメリカでの諸学説がこれにどのように対応しているのか
を探る。
第4章は、第3章との対比で捉えられるものであるが、わが国での航空機事故を題材として、航空会社の不法行
為にかかる準拠法と製造者の製造物責任に係る準拠法のそれぞれについて、アメリカの判例学説および国際条約
に基づく詳細な比較法的考察を行うものである。
第5章では、イギリスにおける不法行為準拠法に関する議論を、アメリカでの議論と対比しながら検討を進めて
いる。イギリスはアメリカ型の統治利益分析論の影響を受けつつ、あくまでも例外的な場合に、実質的により適
切な法を不法行為地法に代えて適用するというアプローチを採用している。結局、イギリスがこのようなアプロ
ーチを採用していることに、アメリカ型の統治利益分析論の問題点が現れている。すなわち、統治利益分析論を
原郎としてしまうと、多義的な「立法政策」という用語の解釈に際して、恋意的にその内容を操作するととによ
り、法廷地が自らにとって都合の良い「統治利益j を意Ij出することが可能となる。不破氏は、この点にこそ、イ
ギリスが原則としての不法行為地主義を採用した理由があり、これが妥当な結論であるとする。
第6章においては、損害賠償算定の法性決定を取り上げている。この点は、わが国においては議論が必ずしも成
熟しているとは言えない論点であり、漫然と手続問題と捉えられてきた節がある。しかしながら本論文において
は、イギリス及びEUでの契約外債務の準拠法に関する規則、通称ローマ11規則、における議論を紹介し、包括的
な法性決定が困難であることを示し、個別の問題について詳細に、手続か実質かの区分けを試みている。
第7章は国際私法上の請求権競合について 定の解釈論的解決を導こうとするものである。ここでは、わが国の
民法学説における請求権競合の議論を紹介し、国際私法学上の誇求権競合状態について法性決定のあり方を探っ
ている。
最終章である第8章では、国際私法の現代化として、 2007年に成立したEUの契約外債務準拠法規則、ローマII
規則、の起草過程において、いかに大陸法と英米法の理論の融合が試みられたかを紹介しつつ、わが国での新し
い法適用通則法の解釈論を、これまでの7章での考察に基づいて行っている。
本論文の特色は、第lに、アメリカ抵触法革命の理論的支柱であったカリーの統治利益分析論について、批判的
な立場に立ちながら、その後の学説において、それがどう受容され、変容されてきたのか多くの資料を基にして、
極めて詳細に検討を加え、明らかにしようと試みている点にある。第21こ、カリーの理論に対して懐疑的な視点、を
持ちつつ、厳格な不法行為地主義に無批判に追従することなく、両者の利点をうまく組み合わせ、あるへき不法
行為準拠法を探求しようとしているとどにある。
確かに、これまでにも、アメリカ抵触法革命や統治利益分析論について紹介、検討する論文は公表されてきて
いるが、その多くが10年以上前に公表されたものである。本論文は、その後のアメリカにおける議論の展開を詳
細に追い、丁寧に整理し、批判的考察を加えていることをもって、日本の国際私法学において多大な貢献をする
ものと評価できる。
また、本論文の根底を貫く不法行為地主義と柔軟なアプローチとの融合は、今般の日本における国際私法改正
において、すでに採用されたものであるが、例外条項の判断枠組みについては、完全に解釈にゆだねられている。
本論文の第5章で指摘されているように、不法行為準拠法決定における例外条項は、アメリカの統治利益分析論の
影響を受けたものであり、その解釈指針として、本論文における様々な検討は有益なものであると思われる。
以上の点、から、本論文は、審査員全員が、不法行為準拠法における統治利益分析論の現代的意義付けについて、
詳細な整理及び検討を行った学問的価値の高い研究成果であり、，十分に博士の学位を授与するに値するものと評
価したものである。
